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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｃ：０．００５ｗｔ％以下、Ｓｉ：０．５ｗｔ％以下、Ｍｎ：０．５ｗｔ％以下、Ｐ：
０．００５ｗｔ％以下、Ｓ：０．００５ｗｔ％以下、Ｎｉ：１５.０～４０．０ｗｔ％、
Ｃｒ：２０．０～３０．０ｗｔ％、Ｎ：０．０１ｗｔ％以下、Ｏ：０．０１ｗｔ％以下を
含有し、残部はＦｅおよび不可避的不純物からなるオーステナイト系ステンレス鋼であっ
て、
　前記不可避的不純物に含まれるＢが３ｗｔｐｐｍ以下であることを特徴とする高酸性イ
オンを含む高濃度硝酸溶液の沸騰伝熱面腐食環境下、又は、中性子照射を受ける高温高圧
水中環境下における、粒界腐食及び応力腐食割れに対して優れた耐食性を呈するオーステ
ナイト系ステンレス鋼。
【請求項２】
　前記Ｃ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯの含有量の合計が０．０２ｗｔ％以下であることを特徴と
する請求項１に記載の耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性に優れたオーステナイト系ス
テンレス鋼。
【請求項３】
　Ｔｉの含有量が、Ｃ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯの合計に対し、化学量論的に等価以上である
ことを特徴とする請求項２に記載の耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性に優れたオース
テナイト系ステンレス鋼。
【請求項４】
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　請求項１～３の何れかに記載の化学組成を有するオーステナイト系ステンレス鋼の製造
方法であって、
　前記オーステナイト系ステンレス鋼の板材もしくは管材の製造工程で、１０００℃～１
１５０℃とする第１の温度範囲内の熱処理温度で１分以上加熱処理を行った後、前記第１
の温度範囲内の熱処理温度からの急冷又は放冷により常温まで冷却することからなる溶体
化熱処理を行うことを特徴とする耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性に優れたオーステ
ナイト系ステンレス鋼の製造方法。
【請求項５】
　請求項１～３の何れかに記載の化学組成を有するオーステナイト系ステンレス鋼の製造
方法であって、
　前記オーステナイト系ステンレス鋼の板材もしくは管材の製造工程で、１０００℃～１
１５０℃とする第１の温度範囲内の熱処理温度で１分以上加熱処理を行った後、前記第１
の温度範囲の熱処理温度からの急冷又は放冷による冷却を行い、前記冷却もしくは前記冷
却後の再加熱によって６５０℃以上の第２の温度範囲内の熱処理温度となった後、１０分
以上前記第２の温度範囲内の熱処理温度となるように加熱によって保持を行うことからな
る溶体化熱処理を行うことを特徴とする耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性に優れたオ
ーステナイト系ステンレス鋼の製造方法。
【請求項６】
　前記溶体化熱処理の後、４０％以上７５％未満の加工度にて冷間加工を施し、加熱によ
って１０分以上７００℃以上の温度範囲内の熱処理温度を保持することによる再結晶化処
理を行うことを特徴とする請求項４又は５に記載の耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性
に優れたオーステナイト系ステンレス鋼の製造方法。
【請求項７】
　前記冷間加工を施した後であって前記再結晶化処理前に、加熱によって３０分以上５０
０～６５０℃の温度範囲内の熱処理温度を保持することからなる析出物の歪み時効析出を
行うことを特徴とする請求項６に記載の耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性に優れたオ
ーステナイト系ステンレス鋼の製造方法。 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、高酸化性の金属イオンを含有する高濃度硝酸溶液の沸騰伝熱面腐食
環境、又は、中性子照射を受ける高温高圧水中環境において、優れた耐粒界腐食性および
耐応力腐食割れ性を呈するオーステナイト系ステンレス鋼およびその製造方法に関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、オーステナイト系ステンレス鋼は、一般に硝酸のような酸化性の強い酸を含む環
境において表面に不動態皮膜を形成することで耐食性を発揮することが知られている。こ
のため、オーステナイト系ステンレス鋼は、例えば、硝酸製造プラントの構造材料として
汎用されている。
【０００３】
　具体的に、オーステナイト系ステンレス鋼は、使用済核燃料の再処理プラントにおける
、使用済核燃料を高濃度の硝酸によって溶解するための溶解槽、又は、前記溶解層の溶解
液を蒸発させて硝酸を回収するための酸回収蒸発缶等に使用されている。
【０００４】
　しかしながら、この場合、オーステナイト系ステンレス鋼の環境は、使用済核燃料から
、ルテニウムイオン（Ｒｕ3+）、及び、クロムイオン（Ｃｒ6+）等の金属イオンが硝酸中
に混入することで酸化性がさらに強くなる。このため、粒界腐食を伴う腐食を受けてしま
うという問題があった。
【０００５】
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　高酸化性の金属イオンを含有する高温の硝酸環境下でオーステナイト系ステンレス鋼材
を使用するため、以下のような対策が知られている。先ず、粒界腐食の原因であるＣｒ欠
乏層の集成を抑制するため、オーステナイト系ステンレス鋼の炭素含有量が極力低くされ
る。また、必要に応じて、オーステナイト系ステンレス鋼に少量のＮｂが添加される。さ
らに、オーステナイト系ステンレス鋼に溶体化熱処理が施される。
【０００６】
　また、オーステナイト系ステンレス鋼の耐食性をさらに向上させるものとして、例えば
、特許文献１～７に記載のものがある。
【０００７】
　特許文献１には、Ｃ：０．００５ｗｔ％以下、Ｓｉ：０．４ｗｔ％以下、Ｍｎ：０．１
～１２ｗｔ％、Ｐ：０．００５ｗｔ％以下、Ｎｉ：７～２８ｗｔ％、Ｃｒ：１５～３０ｗ
ｔ％、Ｎ：０．０６～０．３０ｗｔ％を含有し、残部が実質的にＦｅからなるオーステナ
イト系ステンレス鋼が開示されている。このオーステナイト系ステンレス鋼は、含有する
Ｐの量を限定することで、Ｐの粒界偏析を抑え、オーステナイト系ステンレス鋼の耐粒界
腐食性を改善している。
【０００８】
　また、特許文献２には、Ｃ：０．０１５ｗｔ％以下、Ｓｉ：０．５ｗｔ％以下、Ｍｎ：
２ｗｔ％以下、Ｐ：０．０１５ｗｔ％以下、Ｎｉ：１０～２２ｗｔ％、Ｃｒ：１５～３０
ｗｔ％、Ａｌ：０．０１ｗｔ％以下、Ｃａ：０．００２～０．０１０ｗｔ％以下を含有し
、残部が実質的にＦｅからなるオーステナイト系ステンレス鋼が開示されている。このオ
ーステナイト系ステンレス鋼は、含有するＳｉ、Ｐ、及びＡｌの量を限定すると共に、Ｃ
ａを適量添加することで、優れた耐加工フロー腐食性を呈している。また、優れた熱間加
工性、及び高温硝酸中での優れた耐食性を呈している。
【０００９】
　また、特許文献３には、Ｃ：０．０２ｗｔ％以下、Ｓｉ：０．５ｗｔ％以下、Ｍｎ：０
．５ｗｔ％以下、Ｐ：０．０３ｗｔ％以下、Ｓ：０．００２ｗｔ％以下、Ｎｉ：１０～１
６ｗｔ％、Ｃｒ：１６～２０ｗｔ％、Ｍｏ：２．０～３．０ｗｔ％、Ｎ：０．０６～０．
１５ｗｔ％を含有し、残部が実質的にＦｅからなるオーステナイト系ステンレス鋼が開示
されている。このオーステナイト系ステンレス鋼は、Ｎｉ（ｗｔ％）＋６０Ｎ（ｗｔ％）
―４Ｍｏ（ｗｔ％）≧７を満足し、さらにＣａ及び／又はＣｅを、重量パーセントの単独
又は合計が２×Ｓ（ｗｔ％）～０．０３ｗｔ％となるように含有することで、トンネル状
腐食に対する優れた耐食性を呈している。
【００１０】
　また、特許文献４には、酸化性の金属イオンを含有する耐高温硝酸腐食性に優れたオー
ステナイト系ステンレス鋼の製造方法が開示されている。具体的には、６５０℃から９５
０℃の範囲内の温度において１分以上加熱する熱処理を施す。次に、その熱処理の温度が
６５０℃から８５０℃未満の場合には、急冷又は放冷することにより常温まで冷却する。
一方、その熱処理の温度が８５０℃から９５０℃の場合には、急冷することにより常温ま
で冷却する。これにより、このオーステナイト系ステンレス鋼は、優れた耐高温硝酸腐食
性を呈している。
【００１１】
　また、特許文献５には、Ｂ含有量が３０ｗｔｐｐｍ以下であり、オーステナイト粒径を
ｄとするとき、Ｂ（ｗｔｐｐｍ）×ｄ（μｍ）≦７００を満足するオーステナイト系ステ
ンレス鋼およびその製造方法が開示されている。このオーステナイト系ステンレス鋼は、
Ｂ（ｗｔｐｐｍ）×ｄ（μｍ）を関数とする所定の温度以上に加熱し、固溶化処理を行う
ことにより、優れた耐粒界腐食性及び耐粒界応力腐食割れ性を呈している。
【００１２】
　また、特許文献６には、Ｃ：０．０２ｗｔ％以下、Ｓｉ：０．８ｗｔ％以下、Ｍｎ：２
．０ｗｔ％以下、Ｐ：０．０４ｗｔ％以下、Ｓ：０．０３ｗｔ％以下、Ｎｉ：６～２２ｗ
ｔ％、Ｃｒ：１３～２７ｗｔ％、Ａｌ：０．１ｗｔ％以下、Ｃｕ：０．３ｗｔ％以下、Ｎ
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：０．１ｗｔ％以下を含有し、残部が実質的にＦｅからなるオーステナイト系ステンレス
鋼が開示されている。このオーステナイト系ステンレス鋼は、１．５Ｎｉ（ｗｔ％）＋Ｍ
ｎ＋６５（Ｃ＋Ｎ）―５Ｓｉ（ｗｔ％）―２．５≦５２－２．３（Ｎｉ＋Ｍｎ）－２００
（Ｃ＋Ｎ）等を満足し、含有するＢが５ｗｔｐｐｍ以下であり、さらにＴｉ、Ｎｂ、Ｖ、
Ｈｆ、及びＴａの中から選択される１種又は２種以上の元素の合計が１．０ｗｔ％以下に
することで、冷間の加工若しくは変形後において、優れた耐硝酸腐食性を呈している。
【００１３】
　また、特許文献７には、清浄な粒界を作り出すことからなるオーステナイト系ステンレ
ス鋼の製造方法が開示されている。具体的には、オーステナイト系ステンレス鋼に対し、
加工度４０％以上の冷間加工を施す。次に、得られた冷間加工材を再結晶温度未満の温度
、かつ炭化物が析出する温度に保持し、Ｐ等の粒界偏析が生じない温度域で再結晶化させ
る。これにより、このオーステナイト系ステンレス鋼は、酸化剤が含まれる硝酸溶液の腐
食環境下にあっても優れた耐食性を呈している。
【００１４】
【特許文献１】特開昭５９－２２２５６３号公報
【特許文献２】特開平０６－３０６５４８号公報
【特許文献３】特開平０７－０９０４９７号公報
【特許文献４】特開平０７－２３８３１５号公報
【特許文献５】特開平０７－１１３１４６号公報
【特許文献６】特開平０８－０１３０９５号公報
【特許文献７】特開昭６０－１００６２９号公報
【００１５】
　また、オーステナイト系ステンレス鋼が、伝熱管中の硝酸溶液を伝熱管の外側からの加
熱沸騰により溶解液中から硝酸を回収しようとするサーモサイフォン方式の酸回収蒸発缶
で使用された場合、硝酸の蒸発及び熱分解に伴う高酸化性イオン生成と還元反応による溶
解とが同時に起こる。このため、オーステナイト系ステンレス鋼の腐食環境は沸騰伝熱面
腐食となる。これにより、同一金属表面温度の浸漬腐食の場合よりも腐食速度が増大し、
その腐食速度は時間漸増傾向を示すという厳しい環境である。このため、上記先行技術で
は根本的な解決になっていないのが事実である。
【００１６】
　具体的に、先行技術１におけるＰの含有量を限定、又は、先行技術２および３における
Ｓとの結合力の強いＣａやＣｅの添加によりＭｎＳの形成が抑制され、圧延方向に進展し
たＭｎＳに起因するトンネル状腐食の発生を抑制することが出来ると開示している。しか
しながら、Ｓの粒界への偏析が抑えられるので、粒界腐食の抑制に対しても有効とあるの
みで、具体的な記述はない。また、先行技術４および５は、経済性のみが考慮されており
、当該技術では安定して良好な耐硝酸腐食性が得られるとは考えにくい。
【００１７】
　また、先行技術６には、Ｂ含有量を５ｗｔｐｐｍ以下と本発明と類似の知見が開示され
ている。しかしながら、試験方法が６５％の沸騰硝酸のみの中に４８時間ずつ浸漬という
マイルドな条件である。また、使用済み核燃料の再処理プラントで使用される高酸化性の
金属イオンを含有する腐食環境を模擬した評価試験による優劣選定ではない。また、Ｂ量
について、通常の不純物元素として低ければ良い程度の扱いであり、実施の形態における
実施例と比較例とで、オーステナイト系ステンレス鋼に含有されるＢは同レベルであるた
め、Ｂ含有量を制限する必要性に関する知見は見あたらない。
【００１８】
　また、先行技術７には、加工熱処理に関して、本発明と類似の知見が開示されているが
、Ｃ量の規定が十分でない。このため、冷間加工後、一旦、粒界腐食の原因となるＣｒ系
炭化物を均一分散させているが、多量に析出するＣｒ系炭化物まわりのＣｒ欠乏層が腐食
促進の原因となる。また、当該熱処理はＰ、Ｓ、Ｎ、Ｏ等の粒界偏析不純物元素の無害化
に対しては何ら効果がないにも係わらずその量の規定が十分でなく、かつ何ら対策が施さ
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れていないなど、所望の耐食性が得られるとは考えられない。
【００１９】
　また、オーステナイト系ステンレス鋼は、中性子照射を受ける高温高圧水中環境下の軽
水炉炉心に使用される場合、長期の放射線照射により粒界型応力腐食割れ（ＩＧＳＣＣ）
に対する感受性が増大する。例えば、溶体化処理した固溶状態のオーステナイト系ステン
レス鋼は、中性子照射のない炉心外において耐粒界型応力腐食割れ性を有するが、炉心内
において高レベルの照射、特に中性子照射量で１．０×１０２１ｎ／cm２程度以上の照射
を受けた場合はそのような抵抗性は失われていく。このような割れは照射誘起応力腐食割
れ(ＩＡＳＣＣ)と称して、近年古い軽水炉で問題にされつつある。
【００２０】
　この問題を解決する手法として、例えば、特許文献８および９には、オーステナイト系
ステンレス鋼の構成元素の含有量を調整する方法が開示されている。また、特許文献１０
には、粒界型応力腐食割れの原因となる結晶粒界への炭化物の析出を抑制するため、Ｃを
０．０３ｗｔ％以下に制限し、固溶度の大きなＮを０．１５ｗｔ％以下含有させたＮｉ－
Ｃｒオーステナイト系ステンレス鋼の化学成分を設定し、さらに、当該鋼の製造において
１１００～１３００℃の温度範囲で加熱することにより単位粒界当たりの炭化物の析出量
を低減して粒界近傍のＣｒ欠乏量を低減し、かつＣｒ欠乏領域を分散させる鋼およびその
製造方法が開示されている。しかし、これらの発明は成分調整で粒界型応力腐食割れを防
止しようとしているが、Ｃｒ欠乏層とともに粒界腐食の原因となる不純物が低減されてい
ないため、照射環境下で発生する応力腐食割れを本質的に解決することができない。
【００２１】
　また、特許文献１１には、Ｃ：０．００５～０．０８ｗｔ％以下、Ｍｎ：０．３ｗｔ％
以下、Ｓｉ＋Ｐ＋Ｓ：０．２ｗｔ％以下、Ｎｉ：２５～４０ｗｔ％、Ｃｒ：２５～４０ｗ
ｔ％、Ｍｏ＋Ｗ：５．０ｗｔ％以下、Ｎｂ＋Ｔａ：０．３ｗｔ％以下、Ｔｉ：０．３ｗｔ
％以下、Ｂ：０．００１ｗｔ％以下などの組成を有するオーステナイト系ステンレス鋼に
おいて、１０００～１１５０℃の温度範囲での溶体化処理、さらに３０％までの冷間加工
、その後６００～７５０℃の温度範囲で１００時間までに加熱処理を施すことにより、少
なくとも１×１０２２ｎ／ｃｍ２までの中性子照射を受けた後においても２７０～３５０
℃／７０～１６０気圧の高温高圧水または高温高圧酸素飽和水中での耐応力腐食割れ性に
優れ、室温から４００℃までの平均膨張係数が１５～１９×１０－６／Ｋの範囲にあるこ
とを特徴とする耐中性子劣化に優れた高Ｎｉオーステナイト鋼の技術が開示されている。
【００２２】
　しかし、Ｐ、Ｓ、Ｓｉ、Ｎｂ、Ｔａ、ＴｉおよびＢについてはいずれも少ない方が好ま
しく、Ｎｂ＋ＴａおよびＴｉは脱酸剤として用いた場合の不純物レベル以下としての規定
であり、耐応力腐食割れ性改善のために積極的に調整したものではない。また、Ｍｎおよ
びＢについては現在の製鋼技術で実用上可能な最低限の値とし、Ｂ量を０．００１ｗｔ％
以下と規定しているが、発明に至った実施例におけるＢ量の最低値は０．０００３ｗｔ％
であり、Ｂ量の低減が充分ではなく、さらに耐応力腐食割れ性を劣化させるもっとも重要
な構成成分であるＣ量の低減が充分ではないため、必ずしも良好な耐応力腐食割れ性が得
られない。
【００２３】
　また、特許文献１２には、Ｃ：０．０５納路以下、Ｓｉ：１．０～４．０ｗｔ％、Ｍｎ
：０．３ｗｔ％以下、Ｎｉ：６～２２ｗｔ％、Ｃｒ：１８～２３ｗｔ％、Ｃｕ：１～３ｗ
ｔ％、Ｍｏ：０．３～２．０ｗｔ％、Ｎ：０．０５ｗｔ％以下、残部が実質的にＦｅから
成る高合金オーステナイト系ステンレス鋼において、S量を０．００４ｗｔ％以下まで低
減させ、０．０００５～０．００５ｗｔ％の微量Bを添加し、さらにＣａとＭｇの１種ま
たは２種をＳｗｔ％≦Ｍｇ＋１／２、Ｃａ≦０．００７ｗｔ％添加することにより当該鋼
の優れた耐食性を損なうことなく熱間加工性を著しく改善する技術が開示されている。し
かし、当該発明の要件のひとつであるＢ添加の下限値０．０００５ｗｔ％は熱間加工性を
改善する観点から、一方、上限の０．００５対％は粒界腐食性の劣化を招かない観点から
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限定されていることから、耐食性を積極的に改善するものではないのは明らかである。
【００２４】
　また、特許文献１３には、一方向凝固法によりオーステナイト系ステンレス鋼のランダ
ム結晶粒界を排除して単結晶とする方法が開示されているが、鋳造条件、特に引出速度に
制限があり、工業的には製法が難しく、大型部材への適用が困難である。
【００２５】
　また、特許文献１４には、Ｃ：０．０２ｗｔ％以下、Ｎ：０．６ｗｔ％以下、Ｓｉ：１
．０ｗｔ％以下、Ｐ：０．０４０ｗｔ％以下、Ｓ：０．０３０ｗｔ％以下、Ｍｎ：２．０
ｗｔ％以下、Ｍｏ：３．０ｗｔ％以下、Ｎｉ：１２～２６ｗｔ％、Ｃｒ：１６～２６ｗｔ
％を含有するオーステナイト系ステンレス鋼において、室温でオーステナイト相またはフ
ェライト相がオーステナイト母相中に１０体積％以下であり、該母相はサブ結晶粒を有し
、さらに対応方位関係からのずれが小さく規則度が高い結晶粒界の単結晶からなることに
より耐食性、耐応力腐食割れ性および機械的性質が優れた銅およびその用途が開示されて
いる。しかし、具体的製造方法として、歪み焼鈍法、タンマン法、ブリッジマン法、浮遊
帯溶融法、一方向凝固法、連続鋳造法などがあり、比較的大きな該鋼を得るためには一方
向凝固法または連続鋳造法が好ましいとされているが、具体的製造条件が欠けており、発
明要件である組織構成を得るための実現性が疑わしいばかりでなく、鋼成分、特にＮｉ含
有量が中性子照射環境下でのスェリングを抑制するのに充分な量ではなく、所望の耐食性
が得られるとは考えられない。
【００２６】
【特許文献８】特開昭６３－３０３０３８号公報
【特許文献９】特開平０５－０５９４９４号公報
【特許文献１０】特開平８－２６９５５０号公報
【特許文献１１】特開平０９－１２５２０５号公報
【特許文献１２】特開平０５－１７９４０５号公報
【特許文献１３】特開平０３－２６４６５１号公報
【特許文献１４】特開平１１－８０９０５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００２７】
　しかしながら、特許文献１乃至７に記載のオーステナイト系ステンレス鋼材又はその製
造方法を使用しても激しい粒界腐食が生ずる問題が依然として残っている。
【００２８】
　さらに、上記したように、特許文献８乃至１４に記載のオーステナイト系ステンレス鋼
材では、中性子照射を受ける高温高圧水中環境で使用できうる耐食性を得ることができな
いという問題があった。
【００２９】
　本発明は、上記問題を鑑みてなされたものであり、その主目的は、高酸性イオンを含む
高濃度硝酸溶液の沸騰伝熱面腐食環境下、又は、中性子照射を受ける高温高圧水中環境下
における、粒界腐食及び応力腐食割れに対して優れた耐食性を呈するオーステナイト系ス
テンレス鋼およびその製造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段および効果】
【００３０】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意研究を重ねた。その結果、腐食の起点となる
オーステナイト系ステンレス鋼の結晶粒界における不純物元素、特にＢを極力低減するこ
と、望ましくは完全に除去することが高酸化性イオンを含む高濃度硝酸溶液の沸騰伝熱面
腐食環境下や軽水炉炉心のように中性子照射を受ける高温高圧水中環境下における粒界腐
食や応力腐食割れに対する耐食性を高め得ることを知見した。
【００３１】
　具体的に、本発明のオーステナイト系ステンレス鋼は、その目的を達するため、Ｃ：０



(7) JP 5756935 B2 2015.7.29

10

20

30

40

50

．００５ｗｔ％以下、Ｓｉ：０．５ｗｔ％以下、Ｍｎ：０．５ｗｔ％以下、Ｐ：０．００
５ｗｔ％以下、Ｓ：０．００５ｗｔ％以下、Ｎｉ：１５.０～４０．０ｗｔ％、Ｃｒ：２
０．０～３０．０ｗｔ％、Ｎ：０．０１ｗｔ％以下、Ｏ：０．０１ｗｔ％以下を含有し、
残部はＦｅおよび不可避的不純物からなるオーステナイト系ステンレス鋼であって、不可
避的不純物に含まれるＢが３ｗｔｐｐｍ以下であり、高酸性イオンを含む高濃度硝酸溶液
の沸騰伝熱面腐食環境下、又は、中性子照射を受ける高温高圧水中環境下における、粒界
腐食及び応力腐食割れに対して優れた耐食性を呈することを特徴とする。
【００３２】
　上記構成によると、Ｂの含有量を３ｗｔｐｐｍ以下とすることで、粒界腐食を低減し、
応力腐食割れを完全に抑制することができる。
【００３３】
　また、Ｃの含有量を０．００５ｗｔ％以下とすることで、Ｃｒ系炭化物の析出を抑える
ことができる。また、Ｓｉを０．５ｗｔ％以下含有させることで、脱酸作用をもたらすこ
とができる。また、Ｍｎを０．５ｗｔ％以下含有させることで、δ－フェライトの生成や
加工誘起変態を低減することができる。また、Ｐの含有量を０．００５ｗｔ％以下とする
ことで、耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性の劣化を低減することができる。また、Ｓ
の含有量を０．００５ｗｔ％以下とすることで、耐粒界腐食性、耐応力腐食割れ性、およ
び耐孔食性の劣化を低減することができる。
【００３４】
　また、Ｎｉの含有量を１５.０ｗｔ％以上含有させることでオーステナイト組織を安定
させ、また粒界腐食や応力腐食割れを抑制することができる。また、Ｎｉの含有量を４０
．０ｗｔ％以下とすることで、コストの低減を図ることができる。また、Ｃｒの含有量を
２０．０ｗｔ％以上とすることで、例えば、再処理プラントのように高酸化性イオンを含
む高濃度硝酸溶液の沸騰伝熱面腐食環境下での過不働態腐食環境下や軽水炉炉心のように
中性子照射を受ける高温高圧水中環境下で十分な耐食性を確保することができる。また、
Ｃｒの含有量を３０．０ｗｔ％以下とすることで、Ｃｒリッチの脆化相の析出を抑えるこ
とができる。また、ＮおよびＯの含有量をそれぞれ０．０１ｗｔ％以下とすることで、耐
粒界腐食性および耐応力腐食割れ性の劣化を低減することができる。
【００３５】
　また、本発明のオーステナイト系ステンレス鋼は、含有するＣ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯの
ｗｔ％の合計が０．０２ｗｔ％以下であってもよい。
【００３６】
　上記構成によると、Ｃ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯのｗｔ％の合計を０．０２ｗｔ％以下とす
ることで、良好な耐粒界腐食性や耐応力腐食割れ性を得ることができる。
【００３７】
　また、本発明のオーステナイト系ステンレス鋼は、Ｔｉの含有量が、Ｃ、Ｐ、Ｓ、Ｎお
よびＯの合計に対し、化学量論的に等価以上であってもよい。
【００３８】
　上記構成によると、Ｔｉの含有量が、Ｃ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯの合計に対し、化学量論
的に等価以上とすることで、粒界腐食の原因となる不純物元素であるＣ、Ｐ、Ｓ、Ｎ、お
よびＯをＴｉＣ，ＦｅＴｉＰ，ＴｉＳ，ＴｉＮ，および、ＴｉＯ２のようなＴｉ系の炭窒
化物や化合物とすることにより完全に無害化することができる。
【００３９】
　また、本発明のオーステナイト系ステンレス鋼の製造方法は、その目的を達するため、
オーステナイト系ステンレス鋼の板材もしくは管材の製造工程で、１０００℃～１１５０
℃とする第１の温度範囲内の熱処理温度で１分以上加熱処理を行った後、第１の温度範囲
内の熱処理温度からの急冷又は放冷により常温まで冷却することからなる溶体化熱処理を
行うことを特徴とする。
【００４０】
　上記構成によると、溶体化熱処理によりオーステナイト相の均一化をはかり、オーステ
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ナイト系ステンレス鋼における化学組成限定による耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性
改善効果をより発揮させることができる。
【００４１】
　また、本発明のオーステナイト系ステンレス鋼の製造方法は、その目的を達するため、
オーステナイト系ステンレス鋼の板材もしくは管材の製造工程で、１０００℃～１１５０
℃とする第１の温度範囲内の熱処理温度で１分以上加熱処理を行った後、第１の温度範囲
の熱処理温度からの急冷又は放冷による冷却を行い、冷却もしくは冷却後の再加熱によっ
て６５０℃以上の第２の温度範囲内の熱処理温度となった後、１０分以上第２の温度範囲
内の熱処理温度となるように加熱によって保持を行うことからなる溶体化熱処理を行うこ
とを特徴とする。
【００４２】
　上記構成によると、溶体化熱処理によりオーステナイト相の均一化をはかり、オーステ
ナイト系ステンレス鋼における化学組成限定による耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性
改善効果をより発揮させることができる。
【００４３】
　また、本発明のオーステナイト系ステンレス鋼の製造方法は、溶体化熱処理の後、４０
％以上７５％未満の加工度にて冷間加工を施し、加熱によって１０分以上７００℃以上の
温度範囲内の熱処理温度を保持することによる再結晶化処理を行ってもよい。
【００４４】
　上記構成によると、冷間加工を施すことで、析出サイトとしての転位を十分に導入する
ことができると共に、過度の加工によりオーステナイト相がマルテンサイト相に歪誘起変
態することを防ぐことができる。これにより、工業的な加工処理が困難になるのを抑制し
、その後の再結晶化処理において均一なオーステナイト組織を得ることができる。また、
再結晶化処理において、均一なオーステナイト組織を得た結果、優れた耐粒界腐食性およ
び耐応力腐食割れ性を得ることができる。
【００４５】
　また、本発明のオーステナイト系ステンレス鋼の製造方法は、冷間加工を施した後であ
って再結晶化処理前に、加熱によって３０分以上５００～６５０℃の温度範囲内の熱処理
温度を保持することからなる析出物の歪み時効析出を行ってもよい。
【００４６】
　上記構成によると、冷間加工を施した後であって再結晶化処理前に析出物の歪み時効析
出を行うことで、炭化物などを効率良く均一分散させることができる。
【発明の実施するための最良の形態】
【００４７】
　本発明で特定した成分設計にいたった経緯を含めて、本実施の形態を図１および図２に
基づいて以下に説明する。
【００４８】
　先ず、粒界腐食や応力腐食割れのもっとも大きな発生要因である粒界へのＣｒ系炭化物
の析出に伴うＣｒ欠乏層の生成に対して、従来対策のひとつであるＣ量の低減のみでは、
溶接などの加熱による鋭敏化や放射線環境下での照射誘起析出のような事態が避けられな
いことを知見した。
【００４９】
　このため、鋼中のＣｒは、炭化物析出に伴う欠乏層生成後も不働態皮膜を生成するのに
必要な１２ｗｔ％程度が確保できる２０ｗｔ％以上とした。しかしながら、これらでも高
酸化性イオンを含む高濃度硝酸溶液の沸騰伝熱面腐食環境下での過不働態腐食や中性子照
射を受ける高温高圧水中環境下での粒界損傷を完全に避けることができなかった。
【００５０】
　その原因のひとつが結晶粒界に偏析して粒界結合エネルギーを低下させる不純物元素で
あるＢであり、その濃度を３ｗｔｐｐｍ以下とすることとした。また、Ｃ、Ｐ、Ｓ、Ｎ、
Ｏ等の不純物元素の総量を０．０２％以下とすることとした。さらに、必要に応じてこれ



(9) JP 5756935 B2 2015.7.29

10

20

30

40

50

ら不純物元素の影響を完全に無害化するため、ＴｉをＣ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯとの化学量
論的に等価以上を含有させてＴｉＣ、ＦｅＴｉＰ、ＴｉＳ、ＴｉＮ、Ｔｉ０２のようなＴ
ｉ系炭窒化物や化合物とすることが有効であることを知見した。これらにより粒界腐食や
応力腐食割れを完全抑制できた。
【００５１】
　これらの対策のもっとも大きな作用は、調査結果を示す図１に示されるように、Ｂ量を
３ｗｔｐｐｍ以下にすることである。Ｂ添加によりオーステナイト系ステンレス鋼の高温
延性が向上することが知られている。例えば、特開昭６３－０６９９４７号公報では、６
～２５ｗｔｐｐｍのＢを添加することによってクリープ破断延性を改善する技術が提案さ
れている。さらに、２ｗｔｐｐｍ以上のＢ添加によって熱間延性が改善されることが「Ｉ
ｒｏｎＡｇｅ」ｖｏｌ．１７９(１９５７)，ｐ．９５に報告されている。このように、Ｂ
は高温延性や熱間加工性の向上に対して有効な元素と言われている。しかしながら一方で
、Ｂ添加によりオーステナイト系ステンレス鋼の耐食性が劣化することが報告されている
。
【００５２】
　「Ｓｔａｉｎｌｅｓｓ　ｓｔｅｅｌ‘８７」,Ｔｈｅ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｍ
ｅｔａｌｓ,Ｌｏｎｄｏｎ，(１９８７)，ｐ．２３４にオーステナイト系ステンレス鋼の
耐粒界腐食性を維持するためＢ量を低減させることが提案されており、Ｂを約２５ｗｔｐ
ｐｍ添加すると通常の固溶体化処理においても粒界にＣｒ硼化物が析出して耐粒界腐食性
が劣化することが報告されている。さらに、「材料とプロセス」，鉄と鋼，ｖｏｌ．６(
１９９３)，ｐ．７３２では、高温高濃度硝酸中におけるオーステナイト系ステンレス鋼
の耐粒界腐食性を高水準に維持するためには、Ｂ含有量を９ｗｔｐｐｍ以下に低減する必
要があることが報告されている。以上のように、Ｂは粒界に偏析するとともにＣｒに富む
硼化物を形成して耐粒界腐食性を劣化させることが知られている。このように、先行技術
７を含めて従来の不純物レベルの鋼では、その悪影響はもっと少ない場合で、Ｂ含有量が
５ｗｔｐｐｍを超えると耐粒界腐食性の劣化が現れ始め、１０ｗｔｐｐｍを超えると特に
顕著になるとされている。
【００５３】
　Ｂの含有量による問題点は上述のとおりであるが、本発明では、Ｂ含有量そのものの更
なる低減が重要であることを知見した。この理由は定かではないが、１０ｗｔｐｐｍ程度
と推定されるＢの結晶粒界への固溶限以下の含有量で粒界損傷に顕著な改善がみられる。
このことから、硼化物の形成よりも結晶粒界への固溶そのものが悪影響をもたらすと推定
される。なお、本発明のように極めて微量のＢ量の効果が知見できたのは、分析装置・技
術や製鋼技術の発展によるところが大きい。従来の化学分析では２ｗｔｐｐｍ程度が検出
限界であったのに対し、ＧＤ－ＭＳ分析法によりｗｔｐｐｍ以下のＢ含有量を正確に分析
できるようになり、微量Ｂ量と粒界腐食や応力腐食割れの関係が明確になった。また、通
常のオーステナイト系ステンレス鋼の溶製では合金鉄およびスクラップなどの原料から２
～５ｗｔｐｐｍ程度混入することが避けられなかったが、分析技術の発展によりＢ含有量
の少ない原料の選別が可能になり、さらに酸化精錬などの製鋼技術の発達によりＢ含有率
の低いオーステナイト系ステンレス鋼の溶製が可能となっている。
【００５４】
　次に、Ｃ、Ｐ、Ｓ、Ｎ、Ｏ等の不純物元素の総量を０．０２ｗｔ％以下とすることも本
発明の大きな構成要件である。これらの不純物元素の総量を０．０２ｗｔ％以下にした場
合に粒界損傷が著しく改善される理由は明らかではない。これらの元素の結晶粒界への作
用や析出物を生成する場合の形態は異なるが、現在の分析・解析技術では、本発明のよう
な微量の元素の存在状態を個々に区別することは不可能である。しかしながら、結晶粒界
に偏析・固溶している不純物元素が悪影響をもたらすのは間違いないと推定される。なお
、これら不純物元素の影響を完全に無害化するためにはＴｉをＣ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯと
の化学量論的等価以上に添加してＴｉＣ，ＦｅＴｉＰ，ＴｉＳ，ＴｉＮ，ＴｉＯ２のよう
なTi系炭窒化物や化合物とすることが有効である。
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【００５５】
　不純物元素の総量が０．０２ｗｔ％以下という高純度のオーステナイト系ステンレス鋼
塊を溶製する方法は特に限定しないが、溶製工程の組合せの中に電子ビーム溶解法を適用
することも有効な手段のひとつである。オーステナイト系ステンレス鋼塊の製造過程にお
いて電子ビーム溶解法を適用することによりオーステナイト結晶粒界に偏析するＣ、Ｐ、
Ｓ、Ｎ、Ｏ等の不純物元素ばかりでなく、揮発性の高いアルカリ基金属含有量をも極力低
減した超高清浄度を得ることができる。なお、電子ビーム溶解の原料電極となる事前の溶
製方法についても特に限定せず、一次溶解原料の純度に合わせて最適な溶製方法を選定す
れば良い。
【００５６】
　結晶粒界に偏析するＣ、Ｐ、Ｓ、Ｎ、Ｏ等の不純物元素は極力少ないほうが望ましいが
、現在の精錬技術ではこれらを完全に除去することは困難であると共に、経済的ではない
。上記のような不純物元素を極力減らすためには安定化元素を添加することが有効である
が、これらの不純物元素を無害化するためにはＴｉがもっとも望ましい。Ｔｉを添加する
ことにより電子ビーム溶解法などでは除去しきれないＣ、Ｐ、Ｓ、Ｎ、Ｏ等をＴｉＣ，Ｆ
ｅＴｉＰ，ＴｉＳ，ＴｉＮ，ＴｉＯ２のようなTi系の炭窒化物や化合物とすることにより
、粒界に固溶元素として偏析することを抑制することができる。従来技術には、安定化元
素としてＮｂなどが挙げられているが、Ｎｂを添加しても当該発明のオーステナイト系ス
テンレス鋼の存在量の範囲内ではＮｂＣ以外の化合物を生成するのは困難であるため、効
果が限定される。なお、Ｔｉの添加量は、Ｃ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯとの化学量論的等価以
上である必要がある。
【００５７】
　加えて、本実施の発明のオーステナイト系ステンレス鋼における化学組成限定による耐
粒界腐食性および耐応力腐食割れ性改善効果をより発揮させるため、その板材もしくは管
材の製造工程において、１０００～１１５０℃の温度範囲内で１分以上加熱し、さらに当
該熱処理温度から急冷または放冷により常温まで冷却するか、冷却途中もしくは再加熱し
て６５０℃以上の温度範囲内で１０分以上加熱・保持しても良い。また、Ｔｉ添加効果を
より確実なものとし、さらに生成したＴｉ系の化合物分布状態と結晶粒界の存在位置との
関係を異なるものにするため、１０００～１２５０℃の温度範囲内で１分以上加熱し、さ
らに当該熱処理温度から急冷または放冷により常温まで冷却する。溶体化熱処理を施した
後、４０％から７５％未満の加工率にて冷間加工を施し、次いで７５０℃以上の温度範囲
内において１０分以上加熱・保持することにより再結晶化させる。なお、本発明のように
反応に係わるＣ、Ｐ、Ｓ、Ｎ、Ｏ等の不純物元素が少ない化学組成では、反応速度的に析
出反応が充分に進行しない可能性があるため、４０％から７５％未満の加工率での冷間加
工後、５００～６５０℃の温度範囲内において３０分以上加熱・保持する歪時効析出処理
を施した後、次いで７５０℃以上の温度範囲内において１０分以上加熱・保持することも
有効である。
【００５８】
（ステンレス鋼の化学組成）
　Ｃ：０．００５ｗｔ％以下
　Ｃは、熱処理、又は、溶接を施した際に結晶粒界にＣｒ系の炭化物を析出する。これに
より、その結晶粒界の近傍にＣｒの欠乏した領域が生成される。この状態で腐食環境下に
置かれると、その領域が選択的に腐食される粒界腐食が起きる。よって、オーステナイト
系ステンレス鋼の耐硝酸腐食性及び耐応力腐食割れ性を劣化させる原因となる。本実施の
形態においては、Ｔｉの添加および加工熱処理により無害化を図るが、オーステナイト系
ステンレス鋼にＣの含有量が多い場合には、ミクロ的にＣｒ系炭化物を析出する可能性が
あるため、０．００５ｗｔ％以下とした。
【００５９】
　Ｓｉ：０．５ｗｔ％以下
　Ｓｉは、粒界腐食の観点からはできるだけ低くすることが望ましい。しかし、脱酸剤と
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して有効であるため、０．５ｗｔ％以下とした。
【００６０】
　Ｍｎ：０．５ｗｔ％以下
　Ｍｎは、オーステナイト相安定度を高めて耐食性に有害なδ－フェライトの生成や加工
誘起変態を防止する効果があるが、０．５ｗｔ％を超えても所望の効果が得られないばか
りか、固溶状態のＭｎとして、かえって腐食を促進するので、０．５ｗｔ％以下とした。
【００６１】
　Ｐ：０．００５ｗｔ％以下
　Ｐ：Ｐは粒界偏析することが知られており、Ｐの含有量を増加すると耐粒界腐食性や耐
応力腐食割れ性が劣化する。このため、その含有量は低い方が望ましく、０．００５ｗｔ
％以下とした。
【００６２】
　Ｓ：０．００５ｗｔ％以下
　Ｓ：Ｓの増加は硫化物の生成を促進し、それらを基点とする選択的な腐食により、耐粒
界腐食性や耐応力腐食割れ性、さらに耐孔食性を劣化させる。このため、その含有量は低
い方が望ましく、０．００５ｗｔ％以下とした。
【００６３】
　Ｎｉ：１５.０～４０．０ｗｔ％
　Ｎｉ：Ｎｉは、オーステナイト組織を安定させ、また粒界腐食や応力腐食割れを抑制す
るために必要な元素である。しかし、含有量が１５ｗｔ％未満では十分なオーステナイト
組織を確保することができず、さらに中性子照射環境下での耐スェリング性を得ることが
できない。一方、４０ｗｔ％を越えると高価となるため、１５．０～４０．０ｗｔ％が望
ましい。
【００６４】
　Ｃｒ：２０．０～３０．０ｗｔ％
　Ｃｒ：Ｃｒは、不働態皮膜を形成してステンレス鋼の耐食性を確保するため必要な元素
である。不働態皮膜形成の観点からは、ＪＩＳ規格の代表的ステンレス鋼であるＳＵＳ３
０４やＳＵＳ３１６系ステンレス鋼のように１６％程度含有すれば良い。しかし、再処理
プラントのように高酸化性イオンを含む高濃度硝酸溶液の沸騰伝熱面腐食環境下での過不
働態腐食環境下や軽水炉炉心のように中性子照射を受ける高温高圧水中環境下で十分な耐
食性を確保するには２０ｗｔ％が必要である。一方、３０ｗｔ％を越えると、Ｃｒリッチ
の脆化相が析出するため、それらを避けて完全オーステナイト組織にするためのＮｉ含有
量を増加しなくてはならなくなり、コストの上昇を招くので２０．０～３０．０ｗｔ％が
望ましい。
【００６５】
　Ｂ：３ｗｔｐｐｍ以下
　Ｂ：Ｂは、本発明を構成するもっとも重要な要因である。基本的には不純物元素であり
、粒界に偏析して耐粒界腐食性や耐応力腐食割れ性を劣化させるため、出来るだけ少ない
ことが望ましい。Ｂは従来の分析技術では０．０００３ｗｔ％以下については判別できな
かったが、本発明では最近の分析手法を駆使してより微量のＢと耐食性の関係を明確にし
、その結果、０．０００３ｗｔ％以下に低減することにより粒界腐食や応力腐食割れを完
全に抑制できることが判った。この観点からＢ量を３ｗｔｐｐｍ（０．０００３ｗｔ％）
以下とした。なお、より好ましくは１．５ｗｔｐｐｍ以下である。
【００６６】
　Ｎ：０．０１ｗｔ％以下
　Ｏ：０．０１ｗｔ％以下
　Ｎ、Ｏ：ＮおよびＯは、いずれも耐粒界腐食性や耐応力腐食割れ性を劣化させるため、
その含有量はできるだけ低い方が望ましく、０．０１ｗｔ％を上限とする。
【００６７】
　Ｃ＋Ｐ＋Ｓ＋Ｏ＋Ｎ：０．０２ｗｔ％以下
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　Ｃ＋Ｐ＋Ｓ＋Ｏ＋Ｎ：これらの不純物元素を上記制限条件のように個々に限定しても、
合計が０．０２ｗｔ％を超えると良好な耐粒界腐食性や耐応力腐食割れ性が得られないた
め、０．０２％を上限とした。
【００６８】
　Ｔｉ：含有量が、Ｃ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯの合計に対し、化学量論的に等価以上
　Ｔｉ：Ｔｉは本発明を構成する重要な要因であり、粒界腐食の原因となるＣ、Ｐ、Ｓ、
Ｎ、Ｏ等の不純物元素をＴｉＣ，ＦｅＴｉＰ，ＴｉＳ，ＴｉＮ，ＴｉＯ２のようなＴｉ系
の炭窒化物や化合物とすることにより完全に無害化するために添加する。本発明では、電
子ビーム溶解法などを採用することによりこれらの不純物元素は鋼塊段階で極めて低いレ
ベルになっているが、発明者らの検討によると電子ビーム溶解で除去しきれない微量の不
純物元素が粒界腐食に悪影響をおよぼすことが明らかになった。このため、これらを完全
に無害化するためにＴｉを添加する。従って、最低必要含有量はＣ、Ｐ、Ｓ、Ｎ、Ｏの全
てがＴｉＣ，ＦｅＴｉＰ，ＴｉＳ，ＴｉＮ，ＴｉＯ２のようなＴｉ系の炭窒化物や化合物
となるための化学量論的な等価な量である。具体的には、
　Ｔｉ（ｗｔ％）＝(４８／１２)Ｃ（ｗｔ％）＋（４８／３１)Ｐ（ｗｔ％）＋（４８／
３２)Ｓ（ｗｔ％）＋(４８／１４)Ｎ（ｗｔ％）＋(４８／１６)×（１／２）Ｏ（ｗｔ％
）
であるが、希薄元素の動的析出反応を考慮すると０．０５ｗｔ％以上が望ましい。一方、
多量に添加するとコストの上昇を招くので、０．３ｗｔ％以下が望ましい。
【００６９】
（電子ビーム溶解法）
　本実施の形態において、鋼塊の製造過程で電子ビーム溶解法を採用している。電子ビー
ム溶解は基本的にはドリップ溶解法とコールドハース溶解法に大別される。ドリップ溶解
法は原料電極の先端に電子ビームを照射し、生成した液滴を直接水冷銅鋳型に落下させて
積層凝固させる方法である。また、コールドハース溶解法は原料先端で生成した液滴を一
旦コールドハースと呼ばれる水冷の浅い銅製容器に溜め、ここからオーバーフローさせた
溶湯を水冷銅鋳型に注いでスターティングブロックと称する土台の上に積層凝固させる方
法である。本実施の形態においては、どちらの溶解法を用いてもよい。
【００７０】
　電子ビーム溶解法の規定条件について記述する。溶解中の蒸発による精製効果を達成す
るためにはチャンバー内の真空度を１×１０－２Ｐａ以上にする必要がある。しかし、真
空度を高めすぎると本発明を構成する元素であるＣｒ等の揮発性の高い元素が蒸発して成
分調整が困難になるばかりか、工業的な実現が困難になるため、１×１０－４Ｐａ以下が
望ましい。なお、原料電極となる素材はステンレス鋼の溶製法として広く知られているＡ
ＯＤ法（アルゴン酸素脱炭法）、ＶＯＤ法（真空酸素脱炭法）を採用しても良く、特殊精
錬としての真空誘導溶解（Ｖａｃｕｕｍ　Ｉｎｄｕｃｔｉｏｎ　Ｍｅｌｔｉｎｇ）法、磁
気浮揚誘導溶解（Ｃｏｌｄ　Ｃｒｕｃｉｂ１ｅ　Ｉｎｄｕｃｔｉｏｎ　Ｍｅｌｔｉｎｇ）
法などを採用しても良い。
【００７１】
（製造方法）
　本実施の形態において、オーステナイト系ステンレス鋼の板材もしくは管材の製造工程
で、１０００℃～１１５０℃の温度範囲内の熱処理温度で１分以上加熱処理を行う。その
後の溶体化処理として、１０００℃～１１５０℃の温度範囲内の熱処理温度からの急冷又
は放冷により常温まで冷却する。なお、溶体化処理として、冷却もしくは冷却後の再加熱
によって６５０℃以上の温度範囲内の熱処理温度となった後、１０分以上の間、加熱によ
って６５０℃以上の温度範囲内の熱処理温度となるように保持を行うものであってもよい
。これにより、オーステナイト相の均一化をはかり、オーステナイト系ステンレス鋼にお
ける化学組成限定による耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性改善効果をより発揮させる
ことができる。
【００７２】
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　また、溶体化処理の後、冷間加工（冷間圧延）および再結晶処理を行ってもよい。冷間
加工を行うことで、炭化物析出のサイトとなる転位を多量に導入することができる。また
、再結晶処理は、冷間加工後の熱処理によって、析出物を均一に分散析出させると共に再
結晶化させる。
【００７３】
　具体的に、冷間加工について説明する。析出サイトとしての転位を十分に導入するため
の冷間加工における加工度（加工率）は４０％以上必要である。また、加工度を必要以上
に高くしても導入される転位密度が飽和するばかりか、過度の加工によりオーステナイト
相がマルテンサイト相に歪誘起変態する。このため、工業的な加工処理が困難になると共
に、後の再結晶化処理において均一なオーステナイト組織が得られず、耐粒界腐食性や耐
応力腐食割れ性が劣化する。よって、冷間加工における加工度は７５％以下とする。
【００７４】
　次に、再結晶処理について説明する。加工組織を再結晶させるための温度は、鋼の加工
度、すなわち導入された転位密度や回復・再結晶過程の転位の移動を妨げる炭化物分散状
態に依存する。このため、本発明の鋼組成および組織状態では７００℃以上で１０分以上
保持する必要がある。一方、上限温度は特に制約されない。
【００７５】
　なお、温度が高すぎる場合、得られた再結晶オーステナイト粒の粗大化によって強度が
低下する。さらに析出物が凝集・粗大化し、再結晶オーステナイト粒界に分布する。これ
らにより、耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性が劣化する。よって再結晶化温度は９０
０℃以下が望ましい。
【００７６】
　また、冷間加工後の再結晶化処理前に炭化物などを効率良く均一分散させるために析出
処理を施してもよい。このとき、反応論的には５００℃以上の温度域において３０分以上
加熱・保持することが望ましい。一方、温度が高いほど炭化物の析出は短時間に生じるが
、高すぎると炭化物析出に先立って回復・再結晶が起こる。このため、折角導入した転位
をサイトとする析出が不可能となる。これにより、炭化物などは結晶粒界に優先的に析出
するため均一分散せず、さらに粗大化をもたらすため、優れた耐粒界腐食性および耐応力
腐食割れ性が得られなくなる。以上のような観点から、炭化物析出処理は５００～６５０
℃の温度範囲内の熱処理温度において３０分以上加熱・保持することが望ましい。
【００７７】
（実験１）
　表１に示す化学組成を有するオーステナイト系ステンレス鋼１５０ｋｇを真空誘導溶解
（ＶＩＭ）し、真空中で金型に鋳込み、鋳塊を得た。次に、真空溶解した鋳塊から電極を
削りだし、電子ビーム再溶解(EB)を施して円柱鋳塊とした。さらに、鍛造および熱間圧延
により厚さ６ｍｍの板材に仕上げた後、１０５０℃×１／２ｈの条件にて溶体化処理を施
した６ｍｍの板材を得た。これらを供試材として、金属イオンを含有する高濃度沸騰硝酸
溶液中での粒界腐食状況を模擬したＣｏｒｉｏｕ腐食試験、また高温高圧水中での応力腐
食割れ状況を模擬した低歪速度引張試験（ＳＳＲＴ）およびＣＢＢ試験を行った。低歪速
度引張試験およびＣＢＢ試験については、中性子照射誘起析出状況などを模擬するため、
これらの試験の前に６２０℃×１００時間の鋭敏化熱処理を施した。
【００７８】
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【００７９】
　表２に評価後試験結果を示す。Ｃｏｒｉｏｕ腐食試験はＣｒ６＋イオンを１．０ｇ／Ｌ
添加した５００ｍｌの８規定沸騰硝酸溶液を用い、液を更新しながら２４時間を１バッチ
とする浸漬試験を４バッチ行い、腐食減量を測定して腐食速度等を評価した。低歪速度引
張試験は平行部直径３ｍｍ、標点問距離２０ｍｍの試験片を用い、高温高圧水中(飽和酸
素濃度８ｗｔｐｐｍ、７０ｋｇｆ／ｃｍ２、２９０℃)、歪み速度：０．５μｍ／ｍｉｎ
の条件にて実施した。
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【表２】

【００８０】
　ＣＢＢ試験は厚さ２ｍｍ、幅１０ｍｍ、長さ５０ｍｍの試験片を用い、オートクレーブ
中で図２に示す治具にて、高温高圧水中（飽和酸素濃度８ｗｔｐｐｍ、７０ｋｇｆ／ｃｍ
２、２９０℃）に５００時間浸漬して実施した。試験片１にすきまを付けるためのグラフ
ァイトファイバーウール２とともにホルダー３間に挟み付けボルト穴４を挿入し、ホルダ
ー３間にアールを付けて締め付けた。尚、本実施の形態においては、ホルダーが、１００
Ｒに湾曲した箇所を有している。浸漬後、試験片を取出し、試験片の断面観察から割れ発
生の有無を評価した。鋼番Ａ～Ｄおよび鋼番Ｋ～Ｌは本発明の請求範囲内であり、鋼番Ｅ
～ＧはＢ量が本発明の請求範囲を超えているもの・鋼番Ｈ～ＪはＣｒ－Ｎｉ量が本発明の
請求範囲外のもの、鋼番Ｍ～ＱはＣ、Ｐ、Ｓ、Ｎ、およびＯ量が本発明の請求範囲を超え
ているもの、鋼番Ｒ～ＳはＳｉもしくはＭｎ量が本発明の請求範囲を超えているものであ
る。表２から判るように化学組成が本発明の請求範囲内のものであれば、良好な耐粒界腐
食性や耐応力腐食割れ性が得られる。
【００８１】
（実験２）
　表１の鋼番Ｂ，ＫおよびＬを用いて、表３に示すような種々の条件にて６ｍｍの板材を
製造した。製造略号１は真空誘導溶解（ＷＭ）し、真空中で金型に鋳込み、鋳塊を得たも
の、他はさらに電子ビーム再溶解（ＥＢ）を施したものである。鍛造および熱間圧延によ
り仕上げた板材を溶体化処理後、さらに加工熱処理（冷間加工一再結晶化処理／冷間加工
一炭化物析出処理一再結晶化処理）を施した（冷間加工率が異なるものは溶体化処理時の
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液中での粒界腐食状況を模擬してＣｏｒｉｏｕ腐食試験、また高温高圧水中での応力腐食
割れ状況を模擬して低歪速度引張試験（ＳＳＲＴ）およびＣＢＢ試験を行った。低歪速度
引張試験およびＣＢＢ試験については、中性子照射誘起析出状況などを模擬するため、こ
れらの試験の前に６２０℃×１００時間の鋭敏化熱処理を施した。
【００８２】
【表３】

【００８３】
　表４に評価試験結果を示す。表４の結果から化学組成および製造工程が本発明の請求範
囲内のものであれば、良好な耐粒界腐食性や耐応力腐食割れ性が得られることが分かる。
【００８４】
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【表４】

【００８５】
　このように、Ｂの含有量を３ｗｔｐｐｍ以下とすることで、粒界腐食を低減し、応力腐
食割れを完全に抑制することができる。
【００８６】
　また、Ｃの含有量を０．００５ｗｔ％以下とすることで、Ｃｒ系炭化物の析出を抑える
ことができる。また、Ｓｉを０．５ｗｔ％以下含有させることで、脱酸作用をもたらすこ
とができる。また、Ｍｎを０．５ｗｔ％以下含有させることで、δ－フェライトの生成や
加工誘起変態を低減することができる。また、Ｐの含有量を０．００５ｗｔ％以下とする
ことで、耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性の劣化を低減することができる。また、Ｓ
の含有量を０．００５ｗｔ％以下とすることで、耐粒界腐食性、耐応力腐食割れ性、およ
び耐孔食性の劣化を低減することができる。
【００８７】
　また、Ｎｉの含有量を１５.０ｗｔ％以上含有させることでオーステナイト組織を安定
させ、また粒界腐食や応力腐食割れを抑制することができる。また、Ｎｉの含有量を４０
．０ｗｔ％以下とすることで、コストの低減を図ることができる。また、Ｃｒの含有量を
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２０．０ｗｔ％以上とすることで、例えば、再処理プラントのように高酸化性イオンを含
む高濃度硝酸溶液の沸騰伝熱面腐食環境下での過不働態腐食環境下や軽水炉炉心のように
中性子照射を受ける高温高圧水中環境下で十分な耐食性を確保することができる。また、
Ｃｒの含有量を３０．０ｗｔ％以下とすることで、Ｃｒリッチの脆化相の析出を抑えるこ
とができる。また、ＮおよびＯの含有量をそれぞれ０．０１ｗｔ％以下とすることで、耐
粒界腐食性および耐応力腐食割れ性の劣化を低減することができる。
【００８８】
　また、Ｃ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯのｗｔ％の合計を０．０２ｗｔ％以下とすることで、良
好な耐粒界腐食性や耐応力腐食割れ性を得ることができる。
【００８９】
　また、Ｔｉの含有量が、Ｃ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯの合計に対し、化学量論的に等価以上
とすることで、粒界腐食の原因となる不純物元素であるＣ、Ｐ、Ｓ、Ｎ、およびＯをＴｉ
Ｃ，ＦｅＴｉＰ，ＴｉＳ，ＴｉＮ，および、ＴｉＯ２のようなＴｉ系の炭窒化物や化合物
とすることにより完全に無害化することができる。
【００９０】
　また、溶体化熱処理によりオーステナイト相の均一化をはかり、オーステナイト系ステ
ンレス鋼における化学組成限定による耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性改善効果をよ
り発揮させることができる。
【００９１】
　また、冷間加工を施すことで、析出サイトとしての転位を十分に導入することができる
と共に、過度の加工によりオーステナイト相がマルテンサイト相に歪誘起変態することを
防ぐことができる。これにより、工業的な加工処理が困難になるのを抑制し、その後の再
結晶化処理において均一なオーステナイト組織を得ることができる。また、再結晶化処理
において、均一なオーステナイト組織を得た結果、優れた耐粒界腐食性および耐応力腐食
割れ性を得ることができる。
【００９２】
　また、冷間加工を施した後であって再結晶化処理前に析出物の歪み時効析出を行うこと
で、炭化物などを効率良く均一分散させることができる。
【００９３】
（本実施の形態の概要）
【００９４】
　本実施の形態のオーステナイト系ステンレス鋼は、Ｃ：０．００５ｗｔ％以下、Ｓｉ：
０．５ｗｔ％以下、Ｍｎ：０．５ｗｔ％以下、Ｐ：０．００５ｗｔ％以下、Ｓ：０．００
５ｗｔ％以下、Ｎｉ：１５.０～４０．０ｗｔ、Ｃｒ：２０．０～３０．０ｗｔ％、Ｎ：
０．０１ｗｔ％以下、Ｏ：０．０１ｗｔ％以下を含有し、残部はＦｅおよび不可避的不純
物からなるオーステナイト系ステンレス鋼であって、不可避的不純物に含まれるＢが３ｗ
ｔｐｐｍ以下である構成にされている。
【００９５】
　上記構成によると、Ｂの含有量を３ｗｔｐｐｍ以下とすることで、粒界腐食を低減し、
応力腐食割れを完全に抑制することができる。
【００９６】
　また、Ｃの含有量を０．００５ｗｔ％以下とすることで、Ｃｒ系炭化物の析出を抑える
ことができる。また、Ｓｉを０．５ｗｔ％以下含有させることで、脱酸作用をもたらすこ
とができる。また、Ｍｎを０．５ｗｔ％以下含有させることで、δ－フェライトの生成や
加工誘起変態を低減することができる。また、Ｐの含有量を０．００５ｗｔ％以下とする
ことで、耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性の劣化を低減することができる。また、Ｓ
の含有量を０．００５ｗｔ％以下とすることで、耐粒界腐食性、耐応力腐食割れ性、およ
び耐孔食性の劣化を低減することができる。
【００９７】
　また、Ｎｉの含有量を１５.０ｗｔ％以上含有させることでオーステナイト組織を安定



(19) JP 5756935 B2 2015.7.29

10

20

30

40

50

させ、また粒界腐食や応力腐食割れを抑制することができる。また、Ｎｉの含有量を４０
．０ｗｔ以下とすることで、コストの低減を図ることができる。また、Ｃｒの含有量を２
０．０ｗｔ％以上とすることで、例えば、再処理プラントのように高酸化性イオンを含む
高濃度硝酸溶液の沸騰伝熱面腐食環境下での過不働態腐食環境下や軽水炉炉心のように中
性子照射を受ける高温高圧水中環境下で十分な耐食性を確保することができる。また、Ｃ
ｒの含有量を３０．０ｗｔ％以下とすることで、Ｃｒリッチの脆化相の析出を抑えること
ができる。また、ＮおよびＯの含有量をそれぞれ０．０１ｗｔ％以下とすることで、耐粒
界腐食性および耐応力腐食割れ性の劣化を低減することができる。
【００９８】
　また、本実施の形態のオーステナイト系ステンレス鋼は、含有するＣ、Ｐ、Ｓ、Ｎおよ
びＯのｗｔ％の合計が０．０２ｗｔ％以下である構成にされている。
【００９９】
　上記構成によると、Ｃ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯのｗｔ％の合計を０．０２ｗｔ％以下とす
ることで、良好な耐粒界腐食性や耐応力腐食割れ性を得ることができる。
【０１００】
　また、本実施の形態のオーステナイト系ステンレス鋼は、Ｔｉの含有量が、Ｃ、Ｐ、Ｓ
、ＮおよびＯの合計に対し、化学量論的に等価以上である構成にされている。
【０１０１】
　上記構成によると、Ｔｉの含有量が、Ｃ、Ｐ、Ｓ、ＮおよびＯの合計に対し、化学量論
的に等価以上とすることで、粒界腐食の原因となる不純物元素であるＣ、Ｐ、Ｓ、Ｎ、お
よびＯをＴｉＣ，ＦｅＴｉＰ，ＴｉＳ，ＴｉＮ，および、ＴｉＯ２のようなＴｉ系の炭窒
化物や化合物とすることにより完全に無害化することができる。
【０１０２】
　また、本実施の形態のオーステナイト系ステンレス鋼の製造方法は、オーステナイト系
ステンレス鋼の板材もしくは管材の製造工程で、１０００℃～１１５０℃とする第１の温
度範囲内の熱処理温度で１分以上加熱処理を行った後、第１の温度範囲内の熱処理温度か
らの急冷又は放冷により常温まで冷却することからなる溶体化熱処理を行う構成にされて
いる。
【０１０３】
　上記構成によると、溶体化熱処理によりオーステナイト相の均一化をはかり、オーステ
ナイト系ステンレス鋼における化学組成限定による耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性
改善効果をより発揮させることができる。
【０１０４】
　また、本実施の形態のオーステナイト系ステンレス鋼の製造方法は、オーステナイト系
ステンレス鋼の板材もしくは管材の製造工程で、１０００℃～１１５０℃とする第１の温
度範囲内の熱処理温度で１分以上加熱処理を行った後、第１の温度範囲の熱処理温度から
の急冷又は放冷による冷却を行い、冷却もしくは冷却後の再加熱によって６５０℃以上の
第２の温度範囲内の熱処理温度となった後、１０分以上第２の温度範囲内の熱処理温度と
なるように加熱によって保持を行うことからなる溶体化熱処理を行う構成にされている。
【０１０５】
　上記構成によると、溶体化熱処理によりオーステナイト相の均一化をはかり、オーステ
ナイト系ステンレス鋼における化学組成限定による耐粒界腐食性および耐応力腐食割れ性
改善効果をより発揮させることができる。
【０１０６】
　また、本実施の形態のオーステナイト系ステンレス鋼の製造方法は、溶体化熱処理の後
、４０％以上７５％未満の加工度にて冷間加工を施し、加熱によって１０分以上７００℃
以上の温度範囲内の熱処理温度を保持することによる再結晶化処理を行う構成にされてい
る。
【０１０７】
　上記構成によると、冷間加工を施すことで、析出サイトとしての転位を十分に導入する
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ことができると共に、過度の加工によりオーステナイト相がマルテンサイト相に歪誘起変
態することを防ぐことができる。これにより、工業的な加工処理が困難になるのを抑制し
、その後の再結晶化処理において均一なオーステナイト組織を得ることができる。また、
再結晶化処理において、均一なオーステナイト組織を得た結果、優れた耐粒界腐食性およ
び耐応力腐食割れ性を得ることができる。
【０１０８】
　また、本実施の形態のオーステナイト系ステンレス鋼の製造方法は、冷間加工を施した
後であって再結晶化処理前に、加熱によって３０分以上５００～６５０℃の温度範囲内の
熱処理温度を保持することからなる析出物の歪み時効析出を行う構成にされている。
【０１０９】
　上記構成によると、冷間加工を施した後であって再結晶化処理前に析出物の歪み時効析
出を行うことで、炭化物などを効率良く均一分散させることができる。
【０１１０】
　以上、本発明の実施例を説明したが、具体例を例示したに過ぎず、特に本発明を限定す
るものではなく、具体的構成などは、適宜設計変更可能である。また、発明の実施の形態
に記載された、作用及び効果は、本発明から生じる最も好適な作用及び効果を列挙したに
過ぎず、本発明による作用及び効果は、本発明の実施の形態に記載されたものに限定され
るものではない。
【図面の簡単な説明】
【０１１１】
【図１】Ｃｏｒｉｏｕ腐食試験における腐食速度および粒界試食深さとＢ量の関係を示し
た図。
【図２】ＣＢＢ試験で使用する治具を示した図。
【符号の説明】
【０１１２】
　１　　試験片
　２　　グラファイトファイバーウール
　３　　ホルダー
　４　　ボルト穴
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